
旭川市における居住サポート住宅の手引き

旭川市福祉安心部生活支援課



１ 居住サポート住宅

（１）居住サポート住宅とは

居住支援法人等が大家と連携し、日常の安否確認、訪問等による見守り、生活・心身の

状況が不安定化したときの福祉サービスへのつなぎを行う住宅です。

認定された居住サポート住宅については、規模や設備、家賃などの情報をホームページ

等で公開していることから、いろいろな住宅と比較検討することができ、入居者自身のニ

ースにあった住まいが選びやすくなっています。

（２）認定申請先と認定された住宅の情報

① 旭川市内で居住サポート住宅の認定を行おうとする場合、その認定申請先は旭川市

福祉安心部生活支援課になります。

② 認定された居住サポート住宅の情報は、「居住サポート住宅情報提供システム」のホ

ームページで全国の情報をまとめて検索・閲覧できます。

≪認定申請・認定情報閲覧窓口≫

旭川市６条通９丁目総合庁舎５階

旭川市 福祉安心部 生活支援課（Tel：0166-25-9175）

≪認定された住宅の情報サイト≫

「居住サポート住宅情報提供システム」のホームページ

https://chk.support-jutaku.mlit.go.jp/



２ 認定申請の方法と手順

（１）認定申請の方法

認定を行おうとする事業者は、最初に「居住サポート住宅情報提供システム」ホームペ

ージの認定システムに認定情報として必要事項を入力します。

入力完了後（認定情報の確定後）、認定システムからオンライン上で自動的に生活支援

課へ認定申請が行われます。認定申請に必要な書類については、「５ 各種手続き」を参

照してください。

（２）認定申請の手順

認定申請の手順につきましては、居住サポート住宅提供システム内にある「居住サポー

ト住宅申請者向け管理サイト 入力マニュアル」を必ずお読みください。

また、認定申請から公開までの流れにつきましては、同マニュアルの５ページ「2.1.計画

情報の登録の流れ」を参照してください。

〇認定システム

「居住サポート住宅情報提供システム」のホームページにある認定システム

を使用するには、パスワードが必要になります。

パスワードは、事業者の名称や住所、電子メールのアドレスなどを認定シス

テムに入力（アカウント認定申請）すると発行されます。

発行されたパスワードは、認定システムで行う今後の作業（情報の入力や変

更など）で必要になりますので、忘れたり、なくしたりしないよう適切に管理

してください。



３ 認定の要件

居住サポート住宅の認定には、事業者自身が欠格要件該当しないことが必要です。

また、入居を受け入れることとする住宅確保要配慮者の範囲を定める場合、要配慮者の

入居を不当に制限しないものであることが必要です。

認定するためには、専用住宅（入居者を安否確認・見守り・福祉サービスへのつなぎの

３つの居住サポートが必要な要配慮者に限定）を１戸以上設けることが必要です。

※欠格要件につきましては、誓約書（様式第２号）を御確認ください。

（１）居住サポートに関する主な基準

日常生活を営むのに援助を必

要とする住宅確保要配慮者に

対する安否確認、見守り、福

祉サービスへのつなぎ

・「安否確認」とは、常時作動し異常の有無を感知する通

信機器の設置又は１日１回以上の訪問等のいずれかによ

り、入居者の無事を確認することです。

・「見守り」とは、一月に一回以上、訪問等により、入居

者の心身・生活状況を確認（把握）することです。

・「福祉サービスへのつなぎ」とは、入居者の心身・生活

の状況の変化に応じて、必要な福祉サービスを受けられ

るよう、認定事業者がつなぎ先の連絡先を提供し、入居

者がつなぎ先に相談したことを確認することです。

居住サポートの対価が内容や

頻度に照らして、不当に高額

にならない金額であること

・居住サポートの「対価」は、内容や頻度に照らし不当に

高額にならないものとする。

※不当の例：当該援助実施者が既に提供する同様のサー

ビス金額よりも高い居住サポートの対価と

すること等

※居住サポートには、安否確認・見守り・福祉サービスへ

のつなぎ以外の通院付添、買い物支援、食事提供等の認

定事業者が提供する要配慮者の生活の安定を図るために

必要な援助を含みます。



（２）住宅に関する主な基準

認定できる住宅の規模・構造及び設備の基準は次のとおりです。

４ 国等の支援制度

居住サポート住宅の普及を促進するため、国による支援制度があります。

※旭川市による補助はありません。

（１）改修費補助

居住サポート住宅として認定する事業者に対し、改修費用の一部を国が補助します。

補助金の申請先は住宅確保要配慮者専用賃貸住宅等改修事業交付事務局になりますので、

支援制度の詳細については、同事務局に直接お問い合わせください

・事業名称 ：スマートウェルネス住宅推進事業

・事業主体 ：大家等

・交付者 ：国（国土交通省）

・問い合わせ先 ：住宅確保要配慮者専用賃貸住宅等改修事業交付事務局

ホームページ：https://www.how.or.jp/koufu/support.html

規

模

・居住サポートの各住居部分の床面積

新築は原則２５㎡以上

既存は原則１８㎡以上

・共用部分に台所、収納設備又は浴室若しくはシャワー室を備えることで同等の

居住環境が確保される場合 新築は原則１８㎡以上

既存は原則１３㎡以上

・居間、食堂、台所その他の居住の用に供する部分を賃借人が共同して利用する

住宅（以下「シェアハウス」という。）である場合

国土交通大臣及び厚生労働大臣が定める基準

設

備

・耐震性を有すること

（耐震性を確保する見込みがある場合を含む）

・一定の設備（台所、便座、収納設備、浴室等）を設置していること

家

賃

・家賃が近傍同種の賃貸住宅と近郊を失しないこと



５ 各種手続き

（１）認定申請

居住サポート住宅の認定申請は、居住サポート住宅情報提供システムで必要事項を入力、

必要書類を添付後情報確定すると、オンライン上で自動的に認定申請されます。

①認定申請に必要な書類

・居住安定援助計画認定申請書（別記様式第二号）

・間取図、平面図（任意様式）

※寸法、各室ごとの用途、規模及び設備概要を表示したもの

・居住安定援助の内容の概要図【様式第１号】

・誓約書【様式第２号】

・耐震基準に適合する旨の証明書

（２）別記様式第二号について

①居住安定援助賃貸住宅事業を行う者とは

・賃貸住宅に日常生活を営むのに援助を必要とするよう要配慮者を入居させる者

＝ 賃貸人

・生活の安定を図るために必要な援助を行う事業を実施する者

＝ 居住サポートを行う者（援助実施者）

※賃貸人と援助実施者が異なる場合は、共同して申請を行い、どちらも認定事業者なり

ます。

また、賃貸人、援助実施者ともに欠格要件に該当しないことが必要です。

②住宅確保要配慮者の範囲について

認定の際には、入居を拒まない住宅確保要配慮者の属性を選択することになります。

属性の選択は一つでも複数でも可能です。したがって、「障害者」の入居は拒まないと

して認定することや「高齢者、低額所得者、被災者」の入居は拒まないとして認定するこ

とができます。

高齢者について、法律上は年齢の定めがありませんが、高齢者の受け入れを拒まない場

合は、入居拒否の適用で混乱が生じないように、詳細欄に下限年齢を登録してください。



（３）認定後の各手続

①心身の故障により認知等を適切に行うことができない状態となった場合の届出

認定を行った事業者が後発的な心身の故障により認知、判断及び意思疎通を適切に行

うことができない状態になった場合は届出をしてください。

【必要書類】

・国土交通省・厚生労働省関係住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関す

る法律施行規則第１９条の規定に係る届出書（別記様式第三号）

・医師の診断書

②認定事項等の変更の届出

住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の認定後に、認定した情報等を変更したときは、変

更した日から３０日以内に居住サポート住宅情報提供システムで認定情報を変更し情報

確定してください。情報確定すると、オンライン上で自動的に変更届出がされます。

【必要書類】

・居住安定援助計画の変更申請書（別記様式第四号）

・認定申請時添付書類のうち、当該変更に係る書類

③廃止の届出

認定事業を廃止したときは、廃止の日から３０日以内に居住サポート住宅情報提供シ

ステムで認定情報を廃止し情報確定してください。情報確定すると、オンライン上で自動

的に廃止届出がされます。

【必要書類】

・居住安定援助賃貸住宅事業の廃止届出書（別記様式第五号）



６ 定期報告

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第４９条の規定による

定期報告を居住サポート住宅情報提供システムにより、毎年６月３０日までに報告する

必要がありますので、御協力お願いします。

【必要書類】

・居住安定援助賃貸住宅事業定期報告書（別記様式第八号）

７ 指導監督

（１）報告徴収及び立入検査

国や北海道から調査依頼があったときなど、適宜認定事業者に報告を求めるとともに、

定期的に認定住宅への立入検査を実施し、業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件

を検査し、関係者に質問する場合がございますので、御協力お願いします。

（２）指示、改善命令、計画の認定取り消し

定期報告、報告徴収や立入検査において、改善を要する事項が認められるときは、当該

認定事業者に速やかな対応（指示）を求める場合がございます。

また、指示に従わない場合等は、改善命令や計画の認定取り消しを行う場合がございま

す。


